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介護分野の外国人技能実習生に求められる日本語能力はいかに議論されたか
―厚生労働省有識者検討会を題材に―
布尾勝一郎
What kind of discussions have been done of requirements for the Japanese
language proficiency for Technical Intern Trainees (‘care workers’)?
--a case study of the discussion in the experts’ committee of
Ministry of Health, Labor and Welfare.
NUNOO Katsuichiro
要 旨
2017年度から、外国人技能実習制度に介護職種が加わった。介護は、同制度としては初の
対人サービス職種でもあり、日本語による伝達の失敗が利用者の生命に危険を及ぼす可能性
もあることから、とりわけ日本語能力が重視されている。
厚生労働省は、有識者検討会「外国人介護人材受入れの在り方に関する検討会」を開催し、
2014年10月から2015年1月にかけて、外国人技能実習制度に介護職種を追加する場合の条件
や日本語要件について検討し、「中間まとめ」を公表した。それに基づき、介護分野の技能
実習生が日本に入国する際の日本語要件は、日本語能力試験「Ｎ4」程度、1年目の実習を
終え、2年目の実習に移行する際には、同「Ｎ3」程度と決まった。
本稿では、有識者検討会の議事録を分析し、どのような議論を経て技能実習生の日本語要
件が決まったのかを検討する。その作業を通じ、日本語能力の評価基準をめぐる議論など、
言語政策の観点から見た問題点を明らかにする。
【キーワード】介護、外国人技能実習制度、日本語能力、有識者検討会
1．はじめに
2016年11月、外国人技能実習制度に介護職種が追加されることが決まった。2017年11月か
ら技能実習生の受け入れ手続きが始まり、2018年5月頃に来日する見通しである（2018年1
月23日付毎日新聞東京朝刊）。同制度は従来、農業や漁業、工業分野での実習が多く、介護
は、初の対人サービス職種となる。介護では、日々の介護サービスの提供にあたって、日本
語による伝達の失敗が利用者の生命に危険を及ぼす可能性もあることから、特に日本語能力
が重視されている。
全学教育機構
佐賀大学全学教育機構紀要 第6号（2018）
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1年目 2年目 3年目 4年目 5年目
講習
（座学）
日本語
など
実習 実習実習
技能実習1号
基礎級（実技試験・
学科試験の受検が
必須）
3級（実技試験の
受検が必須）
一旦帰国（1か月以上）
2級（実技試験の
受検が必須）
技能実習2号 技能実習3号
介護分野の技能実習生が日本に入国する際の日本語要件は、日本語能力試験「Ｎ4」（基
本的な日本語を理解することができる）程度、1年目の実習を終えて2年目の実習に移行す
る際の要件は同「Ｎ3」（日常的場面で使われる日本語をある程度理解することができる）
程度と決まった（厚生労働省の告示による。日本語能力試験のレベルの詳細については、日
本語能力試験公式ウェブサイトを参照）。
布尾（2012、2014、2016）は、経済連携協定（Economic Partnership Agreement = EPA）
に基づく看護師・介護福祉士候補者の受け入れの際に行われた、国会や厚生労働省有識者検
討会での議論を分析した。そこでは、日本語教育政策立案の過程や候補者の日本語学習・日
本語能力の捉え方など、多くの問題点が見られた。では、2008年に来日した EPA 候補者の
受け入れが一巡した後に本格的な議論が始まった介護分野の技能実習生（以下、「実習生」）
の受け入れについては、どうだったのだろうか。
本稿では、技能実習に関する厚生労働省有識者検討会の議事録を分析することで、どのよ
うな議論を経て実習生に求められる日本語能力の要件が決まったのかを記述する。その上で、
言語政策の観点から問題点を明らかにすることを目的とする。
2．外国人技能実習制度概要と介護職種の追加
外国人技能実習制度は、1993年に創設された制度である。実習生は、入国前後に原則2
か月間、日本語等の講習を受けた後、工業・漁業・農業などの現場で実習を行う。期間は最
長で3年間である。中国、ベトナム、フィリピン、インドネシアなどの出身者が中心で、2016
年末時点で22万8，588人（前年比18．7％増）が日本に在留している（法務省）。
「我が国で開発され培われた技能・技術・知識の開発途上国等への移転等を目的として創
設された」（法務省）にもかかわらず、実態は労働力獲得が目的のケースが多いと言われて
いる。また、残業代不払い、人権侵害、送り出し業者による多額の保証金徴収などの社会的
図 外国人技能実習制度の仕組み
※厚生労働省の「技能実習制度の仕組み」を参考に作成した。
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な問題が多発していることから、制度の改正が国会で議論され、2016年11月、「外国人の技
能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」が成立した。これにより、「外国
人技能実習機構」の新設や受け入れ団体への監督強化、実習期間を最大5年に延長すること
などが決まった。同時に、厚生労働省により、介護職種の追加も決定された。
3．厚生労働省有識者検討会
介護職種の追加の議論は、2014年の「日本再興戦略（改訂2014）」（6月24日閣議決定）を
機に動き出した。同戦略で、「外国人技能実習制度の対象職種に介護分野を追加することに
ついて（中略）年内を目途に検討し結論を得る」ことが明記されため、厚生労働省は、有識
者検討会「外国人介護人材受入れの在り方に関する検討会」を開催した。技能実習について
は、第1回（2014年10月30日）～第7回（2015年1月26日）で、外国人技能実習制度に介護
職種を追加することになった場合の条件や日本語能力の要件について検討が行われ、「中間
まとめ」が公表された。それに基づき、入国時「Ｎ4程度」、2年目の実習に移行する際に
「Ｎ3程度」という日本語能力の要件が決まったのである。
本稿では、この有識者検討会（以下、「検討会」）に関して厚生労働省がウェブサイトで公
表している議事録、資料、「中間まとめ」をデータとして分析する。
検討会の議事録は、実際に話されたとおりに記載されているわけではない。言い誤りは除
かれるなど、「整文」が施されているうえ、誤字等もあるため、語彙や文法レベルの詳細な
分析には必ずしも適さないが、本稿のように、議論の流れを追うには十分に詳細である。
4．検討会での議論
検討会では、当初は「技能実習にはＮ3程度が必要である」という議論が主流であったが、
報告書とりまとめの段階にいたった第6回会議で突然論調が変わり、入国時の日本語要件が
引き下げられ、結果的には「Ｎ4程度」となった。以下、検討会の構成員と議論の詳細を見
ていく。
表1は、検討会の構成員を示している。
表1 検討会の構成員
石橋真二 公益社団法人日本介護福祉士会会長
猪熊律子 株式会社読売新聞東京本社編集局社会保障部部長
北浦正行 公益財団法人日本生産性本部参事
熊谷和正 公益社団法人全国老人福祉施設協議会副会長
白井孝子 学校法人滋慶学園東京福祉専門学校ケアワーク学部教務主任
田中愽一 公益社団法人日本介護福祉士養成施設協会副会長
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根本嘉昭 神奈川県立保健福祉大学名誉教授（座長）
平川則男 日本労働組合総連合会総合政策局生活福祉局長
平川博之 公益社団法人全国老人保健施設協会副会長
平田直之 社会福祉法人全国社会福祉協議会 全国社会福祉法人経営者協議会高齢者
福祉事業経営委員長
ここからわかることは、日本語教育関係者が参加していない、という点である。会議録で
の発言をとおして見ても、日本語教育の専門性のある人物の存在は確認できなかった。これ
は、EPA 看護師候補者に対応するために開催された「看護師国家試験における母国語・英
語での試験とコミュニケーション能力試験の併用の適否に関する検討会」と同様である（布
尾（2012、2016）を参照）。この検討会で、日本語能力に関する議論が行われたわけである。
以下、会議の内容を、第1回会議から順に見ていく。
■第1回会議（2014年10月30日）
主な論点について
第1回会議では、先行事例としての EPA 介護福祉士候補者についての情報提供が行われ
た。主な論点は以下の2つである。
①アンケート調査の結果、EPA 介護福祉士候補者を受け入れている施設でも日本語能力
試験Ｎ3レベル以上を求めている。
② EPA 介護福祉士候補者が、入国前後の合計1年間の日本語研修を経て、そのほとんど
が「Ｎ3程度に到達」した。
①は、あくまで受け入れ施設側に尋ねたアンケート結果であって、候補者の実際の日本語
能力とは必ずしも直結しないと考えられる。また、②についても、実際に候補者が日本語能
力試験を受検した結果ではないことに留意する必要はある。いずれにしても、この第1回会
議の段階では、「Ｎ3」に焦点があたった情報提供がなされていることを確認しておきたい。
■第2回会議（2014年11月20日）
関係者からのヒアリング（EPA 介護福祉士候補者受け入れの事例）
第2回会議では、社団法人国際厚生事業団（JICWELS）からの報告が行われた。JICWELS
は、EPA による介護福祉士候補者の受け入れにおいて、候補者のあっせんや在留・日本に
おける研修の管理などを担っている組織である。その他、EPA 介護福祉士候補者受け入れ
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施設による実践報告3件が行われた。
■第3回会議（2014年11月27日）
日本語要件についての意見交換
第3回会議では、実習生に求める日本語能力の要件について、議論が行われた。その際、
入国時に日本語能力試験Ｎ3（6人）を求めるべき、あるいはＮ2（1人）がよいとする見
解が示された。座長を除く構成員・厚生労働省の事務局から出た意見すべてがＮ3以上を示
していた。以下、構成員の主な発言を紹介する。
○熊谷構成員 平川先生がおっしゃいましたように私も大賛成なのですが、たまたま
マ マ
ことしの8月から私の施設でベトナムの高校生（布尾注：「候補生」の誤りか？）を
4名受け入れております。インドネシアなども来ているのですけれども、インドネシ
アその他はＮ3が義務づけられておりませんでしたが、ベトナムにつきましては現地
の教育が若干長かったということもあって、日本語検定3級が必須になっております。
4名受け入れておりますが、私が今、決して大げさに言うわけではありませんが、コ
ミュニケーションその他は全然問題ありません。利用者さんからももちろん、利用者
の御家族からもそういう苦情はありませんし、そういう状況であります。
ですから、私も、入国する時点でＮ3が必要ではないかと考えておりますし、教育
の問題につきましても、EPA はこの実習制度とは違うのですが、受験を目的として
教育支援していますので、若干内容は違うと思いますけれども、これも参考にして同
じように教育をすることが大切かなと考えております。（下線は布尾による。以下同
様。）
熊谷構成員は、EPA 介護福祉士候補者の受け入れを根拠に、Ｎ3が必要であると述べて
いるが、そう断言できる根拠は乏しい。また、「日本語検定3級」は、「日本語能力試験Ｎ3」
の誤りである1。
その他、北浦構成員のみが、Ｎ3よりも低いレベルに言及している。「私も、コミュニケー
ション能力は絶対必須でありますし、その意味での日本語能力要件は必要であるという皆さ
んの御意見は賛成でございます。この論点の中を見てみますと、それはどの時点で担保して
いくのか。入国時と書いてあるのと、その後で向上させていくという、入国時に今のＮ3な
1「日本語検定」は主に日本語母語話者向けの、全く異なる試験である。また「3級」は2009年の試験
まで使われていた級で、現行試験のＮ4に相当する。試験の混同や級の誤りについては、国会会議録や
新聞報道においても頻出する。ＥＰＡに関する事例は布尾（2016）を参照。技能実習に関しても、国会
では「日本語検定」の過去問を見て質問した議員がいたほか、新聞でもＮ4と4級を混同している例が
あった。（読売新聞2015年1月27日付東京朝刊38面「外国人介護職 日本語能力「4級」で可 入国時
に 施設負担増に懸念も」、朝日新聞2016年12月5日付朝刊2面「介護人材輸出、アジアで過熱 技能
実習生の職種拡大へ」、など）。
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のか、あるいはＮ3．5なのかわかりませんが、そこはこれから詰めていかないといけないと
いうのが1点あるかなというのはございます。」と述べている。
ただ、日本語能力試験には、Ｎ3．5というレベルは存在しない。これは、Ｎ3、Ｎ2といっ
たレベルの数字が単なる数値として一人歩きしていることの象徴的な例である。これで、日
本語のレベルを的確に表現できているとは考えられない。そもそも、日本語能力試験は話す
力や書く力は測定できないうえ、介護の専門日本語の試験でもない。だが、それを目標に据
えることを問題視する意見はなかった。
この第3回会議では、根本座長が「Ｎ3かＮ2か、なかなかこの場ですぐ、一つの御意見
としてと。しかし、おおむね今の御議論の中では、少なくとも実習開始時においてはＮ3は
最低必要だと。そして、しかもそれを実習が開始された後もきちんとした研修体制でもって、
その日本語能力、あるいはそれ以外を含むコミュニケーション能力を高めていく必要がある
のだろうというところは共通して御理解いただけるかと思っています。」と総括し、実習開
始時に最低Ｎ3、その後も高める必要があるということで一致した。
その後、第4回会議（2014年12月18日）では、評価システムの構築、実習体制、日本人と
の同等処遇の担保などがテーマとなった。続く第5回会議（2015年1月8日）では、監理団
体による監理の徹底、適切な実習実施機関の対象範囲などが議論された。以上2回の会議に
おいては、実習生の日本語要件に関する議論はなかった。ところが、次の第6回会議で急展
開を迎える。
■第6回会議（2015年1月23日）
取りまとめについて
厚生労働省事務局から「中間まとめ」の素案が提出され、それを基に議論が行われた。そ
の際、第3回会議での議論から一転して、「入国時はＮ4でよい」と主張する構成員が続出
する。とりわけ介護の業界団体からの参加者である。以下、Ｎ4を肯定する主な意見を挙げ
る。
Ｎ4肯定論
①1年目の業務はＮ4できちっとできる
「1年目の終了時点で、指示のもとで決められた手順に従って介護を行うということは、
基本的な日本語を理解するということがまずあって、そこからいろいろと覚えていくという
点では「Ｎ4」の段階できちっとできると私どもは思います」（熊谷構成員の代理の福間氏）。
②1年目は自律的コミュニケーションは求められない
「1年目の段階は、必ずしも自律的なコミュニケーションを求められるものではないこと
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から、入国段階でＮ3レベルの設定については幅を持って考える必要があるように考えられ
ます」（北浦構成員）。
その他、③ EPA とは違ううえ、段階を経て学んでいくのだから「Ｎ4程度」に反対しな
くてもよい（白井構成員）という趣旨の意見も出された。
確かに、EPA 介護福祉士候補者とは異なり、実習生には介護福祉士国家試験は課されな
いうえ、制度設計も異なるが、実態としては、従事することになる介護業務の範囲はほぼ同
様だと思われる。「EPA ではＮ3以上が必要とされる→技能実習は EPA とは異なる→技能
実習はＮ4でよい」という論理展開は成立しない。
また、「段階を経て学んでいくのだから、最初は日本語能力が低くてもよい」という発想
は一見もっともらしく、第6回会議以降の議論を補強するためのストラテジーとして使われ
ていると考えられるが、なぜＮ4でよいと言えるのか、根拠は示されない。
④あくまで国際貢献、介護は言葉だけではない
次は、石橋構成員の代理として出席した内田氏の発言である。
○内田構成員代理 入国をなさるときにどのぐらいのレベルがいいのかということな
のですが、これはあくまでも技能実習制度で、人材不足を補うためにとかということ
では全くないということを明確に書かれていて、これはあくまで国際貢献で、技術移
転なのだということを考えますと、少しレベルに幅があってもいいのではないかなと
いう感じがいたします。入国のときは「Ｎ4」ぐらいなのだけれども、その後、そう
いう外国の方がお出でになられて、受け入れ先の方がどんなふうにその方をお教えし
ていくのかというあたりがとても重要で、そこをもっときちんとやっていただくとか、
あるいは関係しているところが本当にきちんと日本語が学んでいけるようにバック
アップするとかといったことがやはり大事になってくるのではないかなという感じが
しております。
確かに、何か緊急時にうまく伝えられないのではないかといったことはあるかもし
れないですけれども、少なくとも1年目は恐らくここの誰かがついて教えているとい
う状況なわけですから、一人になってしまうわけではないですから、それはよいので
はないか。
やはり介護の世界の場合、いわゆる言葉だけで何かコミュニケーションをとってい
るわけではなくて、本当に全てのもので、表情から、それから態度といったらいいの
か、そういうものからもコミュニケーションをとっているわけですから、大事なのは
御利用者の気持ち、おっしゃろうとすることをわかろうとする姿勢であったり、相手
の話を聞こうとする態度であるといったことが大事なわけで、単に言葉だけができて
も人間関係がつくれるということではないということがあるというのも事実、介護し
ております者だとそうだと思います。
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「あくまで国際貢献」だから、というのは、Ｎ4で問題なしとする根拠にはならない。そ
して、介護は「言葉だけ」ではない、というのも同様である。もちろん、非言語コミュニケー
ションは重要であるが、日本語要件を定める際に持ち出す根拠としては不適切である。
⑤「現実に考えて」提案
もう一点、福間氏の発言を引いておく。
介護の業務をおとしめるために言っているのではなく、現場として働きながら、彼
らのモチベーションがありながら技能習得の意欲をフォローしていくためには「Ｎ
4」スタートで受け入れてあげる、受けとめてあげないと、「Ｎ3」のハードルでは
それだけのことを現地で政府の補助金もなしに学ぶということがどれだけのものかと
いうことを現実に考えてこういう提案をさせていただいたということであります。（熊
谷構成員の代理、福間氏）
ここで言う、「政府の補助金もなし」というのは、EPA 介護福祉士候補者の研修に国費が
投じられる一方、実習生はそうではないということである。金銭的負担の面で「現実」的か
どうかを考慮して「Ｎ4」を提案しているのである。介護業務が遂行できるか、技能移転が
できるか、といった観点は後景に退いてしまっている。
Ｎ4反対論
一方で、全体の流れを変えるには至らなかったが、Ｎ4とすることに反対の声も上がった。
以下の3件である。
①非漢字圏の人は「Ｎ3」と「Ｎ4」の違いが大きい。自分の学校では「Ｎ2」を条件に
介護福祉学科に入学させる。（田中構成員の代理、野村氏）
つまり、漢字の既有知識の有無が学習に影響するため、非漢字圏の学習者にはあらかじめ
高いレベルを求める、ということである。
②「Ｎ4ではなかなか指示が理解されないのでは」
私ども経営協の会員の中からの意見としましては、1年目「Ｎ4」ではここに書い
てある「指示のもとで仕事ができる」というのが、懸念としまして、EPA 等で受け
入れた施設の職員の経験から、「Ｎ4」ではなかなか指示が理解されないのではない
かという危惧を持つということが意見として出ておりましたので、申し上げておきた
いと思います。（平田構成員の代理、武居氏）
ここでは、施設職員の「経験」から、「なかなか指示が理解されないのではないか」との
懸念が表明されている。
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③「エビデンスが余りない」
○平川則男構成員 この制度は技能実習制度であるのに、日本語能力が十分でない、
コミュニケーションも十分ではない方を無理に対象にするということ自体が、私には
理解不能です。なぜ、そこまで無理をする必要があるのでしょうか。EPA のヒアリ
（ママ）
ングのときも、施設の9割が「Ｎ3」以上のレベルが必要だと考えており、。受け入
れに際して、やはり日本語能力は極めて重要だということになっています。制度とし
て EPA とは違うというご意見もありますが、技能移転ということに関して言えば、
3年間でしっかりと技能移転をしていくことが目的であり、日本語能力のコミュニ
ケーションについては、初年度から、一定程度ないと、途中でこぼれ落ちる方が多数
出るということが懸念されます。そういった意味で、この日本語能力という問題につ
いてはしっかりと慎重に検討すべきだと思います。
また、もっと言えば、この検討会の中では、「Ｎ2」「Ｎ3」「Ｎ4」がどのような
コミュニケーション能力であるか、また、日本語能力と技能実習における技能移転の
問題点、そして受け入れに関して現場レベルでの問題点についてまだまだエビデンス
が余りないと思われます。そういうことも含めて、日本語コミュニケーションの問題
については慎重に記載すべきであると思っています。
平川則男構成員の、この指摘は重要である。第3回会議までに示された「エビデンス」は、
Ｎ3以上が必要であることを示すものであった。にもかかわらず、この段階に至って突如Ｎ
4が提示されたのである。
介護福祉士養成施設（①）と、労働組合（③）から参加している構成員が異論を唱えてい
る。彼らが、実際に実習生を受け入れる団体の経営側とは関係が薄いと思われる2人である
ことは注目に値する。他は、②の消極的な反論がある以外は、Ｎ3から一転、Ｎ4に主張を
変えている。
その他、上述の福間構成員代理が、事前に資料を提出してまで「Ｎ4」でよいと主張して
いることなどを見ても、この第6回会議の前に、水面下で厚生労働省と関係諸機関の間です
り合わせがあったことがうかがわれる。
■第7回会議（2015年1月26日）
取りまとめについて
この日は、厚生労働省の事務局が、入国時の要件を「Ｎ3」程度から「Ｎ4」程度に引き
下げた案を提出し、それに基づき最後の議論が行われた。第6回から第7回にかけての、中
間まとめ（案）の変更点は以下のとおりである（日本語要件の部分のみ抜粋）。
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第6回会議 中間まとめ（案）抜粋 第7回会議 中間まとめ（案）抜粋
・したがって、日本語能力試験「Ｎ3」程
度を基本としつつ、業務の段階的な習得に
応じ、各年の業務の到達水準との関係等を
踏まえ、適切に設定する必要がある。
なお、災害などの非常時の対応等のため、
「Ｎ2」程度（日常的な場面で使われる日
本語の理解に加え、より幅広い場面で使わ
れる日本語をある程度理解することができ
る）が必要との意見もあった。
こうした日本語によるコミュニケーション
能力を実効的に担保できない場合、介護現
場の混乱や介護事故等のおそれもあること
から、確実に担保できる方策を講じること
が適当である。
・また、専門用語や方言についても一定程
度の理解ができるよう、実習実施機関によ
る研修等を実施すべきである。
➡
・したがって、日本語能力試験「Ｎ3」程
度を基本としつつ、業務の段階的な修得に
応じ、各年の業務の到達水準との関係等を
踏まえ、適切に設定する必要がある。
具体的には、1年目（入国時）は、業務の
到達水準として「指示の下であれば、決め
られた手順等に従って、基本的な介護を実
践できるレベル」を想定することから、「基
本的な日本語を理解することができる」水
準である「Ｎ4」程度を要件として課し、
さらに、「Ｎ3」を望ましい水準として、
個々の事業者や実習生の自主的な努力を求
め、2年目の業務への円滑な移行を図るこ
ととする。
また、実習2年目（2号）については、到
達水準として「指示の下であれば、利用者
の心身の状況に応じた介護を一定程度実践
できるレベル」を想定することから、「Ｎ
3」程度を2号移行時の要件とする。
なお、非常時の対応等のため、「Ｎ2」程
度（日常的な場面で使われる日本語の理解
に加え、より幅広い場面で使われる日本語
をある程度理解することができる）が必要
との意見もあった。こうした日本語による
コミュニケーション能力を実効的に担保で
きない場合、介護現場の混乱や介護事故等
のおそれもあることから、確実に担保でき
る方策を講じることが適当である。
・また、専門用語や方言についても一定程
度の理解ができるよう、実習実施機関によ
る研修等を実施すべきである。
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その際、平川構成員から以下のような反対意見が出された。
○平川則男構成員 （前略）Ｎ4という議論は前回少し意見として出てきましたが、
この日本語能力を議論した際にはＮ4という言葉は一切出てこなかったと記憶してお
ります。また、取りまとめも実習開始時はＮ3という方向で議論がされていたのでは
ないかと思います。ここでなぜＮ4というものが出てきたのか教えていただきたいと
思います。
（中略。厚労省事務局による経緯の説明。）
○平川則男構成員 そうであるならば、この日本語のレベルの議論をもっとしていか
ないと、基本的な介護を実践できるレベル＝N4と決めつけるような形になってしま
いますので、これはかなり大きな問題であると思います。
前回も指摘をさせていただきましたが、EPA の関係でありますが、9割の施設は、
日本語能力Ｎ3レベル以上が就労開始時に必要であると言っています。技能実習開始
時は違うのだという考え方があるかもしれませんが、基本的にはＮ3レベルがなけれ
ば適切な技能移転もできないと思いますし、余り議論していないＮ4という言葉がこ
こに出てくることについては、私としては納得できません。
平川構成員は、前回の会議でもＮ4には反対していたが、最終的に厚労省の案がＮ4に引
き下げられるとまでは考えていなかったことがわかる。結局、平川構成員がＮ4については
「余り議論していない」という反対意見について議論がなされることもなく会議は終了し、
「中間まとめ」が公表されることになる。
5．検討会に関する新聞報道
「Ｎ3」から「Ｎ4」へと引き下げるにあたって、いくつかのストラテジーが観察された
が、検討会の議論の分析だけでは説明がつかない急展開であった。本稿での検討対象からは
離れるが、ここで当時の読売新聞の報道を紹介しておく。
◇一変した議論
「これまでの話と違う……」。1月26日、制度の拡大を議論してきた有識者検討会で、
厚労省が示した報告書案に、委員の一人がうめいた。実習生に求められる日本語能力のハー
ドルが引き下げられたからだ。「入国時、（日本語能力試験の）Ｎ4程度を要件に課す」。
報告書案には、こう記されていた。
同制度では初の対人サービスとなることから、同省は日本語能力を受け入れの要件とす
ることを提案。昨年11月の検討会で、入国段階の条件として、5段階からなる同試験のう
ち、上から3番目の「Ｎ3」を示した。介護業界では、実習制度に先立ち、経済連携協定
（EPA）という別の枠組みで外国人を受け入れており、調査に回答した施設の9割が、
現場で必要な日本語レベルはＮ3以上、と答えたためだ。Ｎ3合格者の半分以上は日本語
の簡単な指示を理解できるが、その下のＮ4だと半分以下とされ、調査で「Ｎ4でいい」
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と答えたのは1割だった。
ところが1月下旬になり空気が一変。「Ｎ3だと受け入れコストが高い」などの声が相
次ぎ、「Ｎ4」が要件になった。
◇“量”を優先
EPA は母国の看護師資格などが必要で、来日後も介護福祉士の試験をパスしなければ
ならず、条件が厳しい。与党関係者は「EPA より要件の緩い実習生を解禁する目的は、
人手不足を補うこと。『ハードルが高いと、人が来なくなる』と関係者に助言した」と明
かす。検討会の委員の一人は「人手がほしい一部業界の要望に応じて、与党が動いた。厚
労省もその意向を無視できなかった」という。
（2015年2月1日 読売新聞 東京朝刊「介護現場に外国人実習生 質の確保や日本人待
遇で課題」より抜粋）
この記事にあるように、「与党が動いた」のが事実であるかどうかを究明することは本稿
の射程を超えるが、少なくとも、検討会で行われた議論だけではとうてい説明できない急転
直下の結論であったことは否定できない。
6．まとめ
第6回会議で突然「Ｎ4程度」が主流になったことについては、検討会の議論だけでは理
解不能な面もあるが、以上述べてきた問題点をまとめると、日本語教育や日本語教育政策の
立案の過程として、次のような課題が指摘できるだろう。
①有識者検討会に日本語教育関係者が含まれていない。
②介護の日本語能力を示すわけではない日本語能力試験が事実上唯一の尺度として使われ
ている。
③Ｎ4、Ｎ3というレベルで何ができるか（課題遂行能力）ではなく、レベルの数字だけ
が一人歩きしている。
④「エビデンス」に基づかない議論で物事が決まる。
⑤過去の経験（EPA に基づく介護福祉士候補者の受け入れ）に学ばない。
ひと言で言うなら、本検討会はエビデンスに基づいて建設的な議論をする場であったとは
言えず、とりわけ終盤の第6回会議以降は、結論ありきの茶番であった、ということになろ
う。
布尾（2016）における EPA 看護師・介護福祉士候補者の受け入れに関する国会での議論
や厚生労働省有識者検討会の分析においても、上記①～⑤の問題点はほぼ当てはまると思わ
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れる。EPA 介護福祉士候補者の受け入れに際して議論された日本語教育や政策立案をめぐ
る多くの課題が、実習生の受け入れにおいても積み残されていると言える。
中間まとめの公表後は、それを基に制度設計が進められた。2017年6月から7月にかけて
厚生労働省によって告示案の意見募集（パブリックコメント）が実施され、同年9月29日に
は、概ね原案のまま入国時にＮ4程度、1年目終了時にＮ3程度が、求められる日本語能力
として確定した。今後、その告示に沿って、実際の受け入れが始まることになる。
布尾（2017）で指摘したとおり、①実習生の入国時の条件である日本語能力（Ｎ4程度）
が担保されるか、②入国後の日本語研修や学習支援が適切になされ、学習時間が担保される
か、③2年目の実習に移行する際の条件である日本語能力（Ｎ3程度）が担保されるか、④
その後も日本語研修が適切になされ、継続的に能力を伸ばせるか、など様々な懸念は拭えな
い。実習生が無理なく日本語を習得し、生活し、安全に実習を行うことができるか。今後も
注視し続ける必要がある。
※本稿は、第18回情報保障研究会（2017年3月25日）、社会言語科学会第40回大会（2017年
9月17日）における口頭発表および質疑応答を基に執筆したものである。また、二文字屋修
氏（NPO 法人 AHP ネットワークス）、平井辰也氏（EPA 看護師介護福祉士ネットワーク）、
共同研究者の宮本秀樹氏（常盤大学）、中川健司氏（横浜国立大学）の諸氏から、本稿の草
稿段階で有益なコメントをいただいた。ここに記して謝意を表したい。
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